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共同アピール 「国旗損壊罪」の創設に強く反対します

「東京・教育の自由裁判をすすめる会」共同代表 一同

市川須美子（獨協大学名誉教授） 小森陽一（東京大学名誉教授）

斎藤貴男（ジャーナリスト） 鈴木敏夫（子どもと教科書全国ネット２１代表委員）

醍醐聰（東京大学名誉教授） 野田正彰（精神病理学者） 堀尾輝久（東京大学名誉教授）

自由民主党と日本維新の会は高市首相が悲願としてきた「国旗損壊罪」の今国会成立をめざし、法案

の条文案つくりを進めています。

私たちは、以下の理由から、この法律の制定に強く反対します。

（１）保護法益が漠とし、内心、思想の自由を侵害する疑いが拭えない

自民党の骨子案によれば、国旗損壊罪の保護法益は「自国の国旗を大切に思う一般的な国民感情」と

されています。しかし、「日の丸」を戦前日本の侵略戦争の象徴とみる人もいます。国旗を愛する感情

を罰則付きの法律で醸成しようとするのは、国家が国民の道徳形成に介入した戦前の権威主義的国家へ

の回帰です。

（２）成熟した民主主義国家に不可欠な象徴的表現行為が処罰の対象となる恐れが強い

そもそも、民主主義国家とみなされている国のなかで、国旗を損壊する行為を国旗が象徴する国家へ

の敬意に背く行為とみなして処罰する国は見当たりません。

米国連邦最高裁は 1989年ジョンソン事件判決の中で、時のレーガン政権に対する政治的抗議の手段
として、デモ参加者が国旗を焼却した行為を処罰するのは、信仰・言論の自由を保障した修正第 1号に
反すると言い渡しました。

ドイツでも、政府の移民政策に抗議したデモ参加者が国旗を改変した行為を、政治的意思表示として

無罪としました（2020年ベルリン地方裁判所）。その一方で、国旗にナチス卍を重ねるなどの行為はヘ
イト扇動とみなされ、厳しく罰されています。

こうした判例が定着したのは、国旗を損壊したり改変したりする行為も民主主義社会において尊重さ

れるべき政府批判の象徴的言論の一種とみなされたからにほかなりません。日本で、こうした言論の自

由の世界的潮流に背く立法が導入されることは許されません。

（３）保護法益が異なる外国国旗損壊罪とのアナロジーで自国国旗損壊罪を創設しようとするのは失当

である

外国国旗の損壊を罰する法律があるのに、自国国旗を罰する法律がないのはおかしいという議論があ

ります。

しかし、外国国旗棄損罪は外国国旗を燃やすなどした行為が外交問題に発展した過去の実例を教訓と

して設けられたものであり、日本の外交上の利益を保護するという実体的根拠を持つものです。これに

対し、日本国旗損壊罪には、そもそも立法事実が存在せず、かつ保護すべき実体的利益が存在しないも

のであって、むしろ、国民の間に息苦しさを広げるという不利益が想定されます。

私たちは、２００３年東京都教育委員会が発した通達にもとづく職務命令「卒後式等で、国旗に正対

し国歌を斉唱せよ」に抗し２０年を超えて裁判で闘ってきた原告らを支援してきました。この立場から

も、国旗の取り扱いを刑事罰で威嚇する法律の策定に、愛国心教育のいっそうの強化を懸念し、強く反

対します。


